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ヨーロッパにおける広告規制(2)

1 はじめに

不公正取引方法指令 (｢事業者の消費者に対す

る不公正な取引方法に関するEC指令 (2005/29/

EC)｣｡以下､｢本指令｣ともい う)には､これま

で広告規制を担ってきた多くのEC指令とは一線

を画する特徴が多々含まれている (本特集鹿野論

文参照)｡本稿は､EUにおける広告規制におい

て重要な位置を占める本指令がわが国に与える示

唆を探る前提作業として､本指令の最も際立った

特徴であると同時に評価が分かれている次の三つ

の点について若干の検討を加えることとしたい｡

すなわち､･① EC指令の目的を達成する手段と

して､加盟国により厳格な措置を講ずる余地を許

容す る ミニマム･--モデイゼ-ショソではな

く､それを許容 しないマキシマム ･-ーキナイ

ゼ-ショソを導入したこと｡(aEC消費者法 とし

て初めて､国集を越えた取引方法について相互東

認原則を採用したこと (域内市場条項)｡そして､

③ EC委員会 として初めてベター ･レギュレ-

ショソ (注1)の考え方に則 り枠組指令 (Frame-

workDirective)とい う法形式を実現させた点で

ある (注2)0

いずれも革新的な意義を有しているが､中でも

(》②を結合させた点は､本指令のオリジナリティ

であるとともに､理解が難しく､多 くの問題点も

指摘されているところであるため､ 2で①②を一

緒に扱い､3で(卦を検討する｡検討にあたって

は､本稿の目的から､本指令の立法としての成否

につき評価が分かれるポイソトを整理することに

重点を置 く｡

2 マキシマム ･ハーモナイゼー

ションと域内市場条項

(1) 立法経緯

本指令の4条に次のような規定が置かれてい

る｡

【域内市場】加盟国は､本指令により近似化され

る領域と関連するという理由により､役務提供の

(注1) 中立敬 ｢ベター･I/ギュレーション- 英仏金融監督当局におけるより良い規制環境の模索｣資本市

場クォータリー2007年夏号71貢以下･73頁､松尾直彦 ｢金融規制法の法源と執行のあり方(2)｣金法1846

号30貢以下も参照｡

(注2) GiuseppeAbbamonte(headofDGSANCO),TheUCPD anditsGeneralProhibition,in:

Weatherill/Bernitz(ed.),TheRegulationofUnfairComm ercialPracticesunderECDirective

2005/29-NewRulesandNewTechniques,2007,p.13.以下｡委員会の見解については､主として

この論文に依拠した｡
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自由を制限することも､物品の自由移動を制限す

ることもしてはならない｡

この規定で採用された考え方は､次のように説

明されている｡｢-ーモナイゼ-ショソは消費者

と事業者双方に有益な法的安全性をもたらす｡消

費者も事業者も共に､EU全域において不公正取

引方法のあらゆる側面を規制する法概念によって

明確に規定された単一の規制枠組みに依拠するこ

とが可能となる｡これにより､消費者の経済的利

益を害する不公正取引方法に関するルールの断片

化に由来する障壁は除去されていき､この領域に

おける域内市場の成就が可能となる｣(指令前文

12段)0

本指令の起草を担当したEC委員会保健消費者

保夢総局長 Abbamonte氏によれば､この規定は

相互東認原則を採用したものであるという｡それ

は､本指令がマキシマム･/､-モナイゼ-ショソ

を採用し､/､イレベルに統一された消費者保護が

実現されることになったため､相互泉記が機能し

得る条件も整い､かつ､政治的にも受け入れ可能

となった､というのである｡すなわち､前述②と

①ほ密接に組み合わせられているのであるが､こ

れは立法経操抜きに理解することは難しい｡とい

うのも､2003年 3月20日に提出された委員会草案

(COM (2003)356final)で は､域 内市場 条 項

(4粂)には 1項として ｢各加盟国は､自国の領

域内で設立された事業者が､消費者の経済的利益

を害する不公正取引方法に関する規定を遵守する

よう､確保 しなければならない｣との規定があ

り､現行 4条は2項とすることが提案されていた

のである｡

旧 1項 は､事業者の設立 された国-原籍国

(countryoforigin)のルールが域内に及ぼされ

るべきである､逆にいえば､仕向け国 (country

ofdestination)は原籍国のルールを承認しなけ

ればならないという､原籍国原則の甲種というべ

きものであった (注 3)｡ここで､原籍国原則が
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採用された経緯を振 り返れば､もともとは ｢国境

のないテレビ活動｣のようなマルチ国家の広告活

動に仕向け国のルールを及ぼすと国ごとで異なる

ルールに対応するために各国仕様での広告展開を

余儀なくされてしまうため､この不都合を回避す

る目的で採用されたのである｡原籍国原則には､

加盟国が自国内での事業者の広告活動を奨励Lよ

うと消費者保護レベルを引き下げるイソセソティ

ヴを与える (レース ･トウ･ザ ･ボトム)問題が

あることが指摘されてきた｡つまり､この原則は

元来 ミニマム･--モナイゼーショソと親和的な

ものであるが､ここで重要なのは､発信国のルー

ルを遵守している限り､例外的に､受信国が全 く

異質な規制をかける可能性はあるが､原則､受信

国において同じ理由に基づき二次的な規制を受け

る可能性が排除された形で自由なテレビ放送活動

が保障されていたことである｡このような規制自

由化が､電子商取引指令 (Directive 2000/31/

EC)を経て､本指令ではコミュニケーショソ手

段を問わない形で推進されていくこととたったの

である｡

一方､′､-モナイゼ-ショソのあり方について

は､誤 認 惹 起 広 告 指 令 (Directive 84/450/

EEC)は ミニマム･--モナイゼ-ショソを前

提としていたものの､ヨーロッパ司法裁判所の判

例が次第に加盟国の裁量を狭めることで事実上フ

ル ･/､-モナイゼ-ショソを実現しつつあったの

を､本指令においてほEC委員会の政策転換とし

て認められるに至ったという｡

二つの原則を組み合わせるとい うアイディア

は､タバコ製品の広告やスポンサーシップにつ

き､個人の健康衛生の保護という観点からより厳

格な措置を講ずる余地を加盟国に認めていたタバ

コ広告指令 (Directive98/43/EC)のミニマム･

--モナイゼ-ショソを厳しく批判したヨ-ロツ

パ司法裁判所判決 (注4)に着想を得たものだと

いわれている｡EC委員会は､この判決により加

盟国は､自国の製品以下のスタソダードを課して

(注3) 以下の分析は､主として次の文献に依拠したOMicklitz,Minimum/MaximumHarrnonisationand

theInternalMarketClause,in:EuropeanFairTradingLaw,p.27-.
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いる他の加盟国からの輸入品にも市場-のアクセ

スを許すことを強要されると読んだのである｡す

なわち､ ミニマム･-ーキナイゼ-ショソを前提

とする限 り､加盟国は自国の基準をより切 り下げ

ようとするのでヨーロッパ統一レベルの基準が定

立される必要がある､すなわち､マキシマム･

/､-モナイゼーショソが実現されるべきであり､

かつ､それが物品とサービスの自由移動を保障す

ること (EC条約95粂)とも密接不可分の関係に

あると考えたのである｡

不公正取引方法指令の制定過程で重要な役割を

果たしたのは､インパク ト評価とヨーロッパ広告

規格同盟 (European Advertising Standal･ds

Alliance:EASA)の活動であるoそこで示され

たのが､｢規制の分断｣といわれた加盟国による

立法の相違によってエソフォースメソトのコス ト

と複雑さが増幅されること､そして規制の基準が

異なることが深刻な通商障壁となっているとの事

実であった (本特集鹿野論文参照)｡

こうしてぺ_こ=EC委員会が ｢規制の分断｣に域内

市場に対する消費者の不信感の原因を見出すとと

もに､競争に歪みをもたらす物品 ･サービスの自

由移動の障壁 として､EC条約95条に基づ く規制

として不公正取引方法に関するルールを-ーキナ

イズするEC指令の導入が正当化 されることと

なった｡マ-ケティソグ活動の潜在的な トラソ

ス ･ボーダー性が､立法の相違がもたらす問題点

を前面に浮かび上がらせると同時に､現状の ミニ

マム ･ハーキナイゼーシヨソ ･アプローチを採 り

続けていては国境を越えた取引における消費者保

護について､｢消費者の信認の欠如｣-の取組み

に失敗することになるという危機感 (注5)が､

マキシマム ･/､-モナイゼ-ショソを推進したと

いうことができよう｡
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(2) 域内市場条項の解釈

(A) 原籍国原則削除が残 した禍根

本指令案の旧4条 1項 (原籍国原則)が削除さ

れたことをめぐる理解については､争いがある｡

EC委員会としては､依然として本指令は原籍

国原則を暗然の前提 としてお り､削除されたの

は､単に､それがアキ ･コミュノテール (EU法

の総体)を構成しており二次的共同体法に繰 り返

し規定する必要がなかったためである､との立場

のようである｡しかし､立法過程において政治的

反発を受けて4粂1項が削除された経線があるだ

けに､この理解が受け入れられているかは疑わし

い｡

一つの立場 として､4条 はカシス ･､ド･ディ

ジョン法理､すなわち加盟国は､消費者の利益の

保護に必要であれば/＼-モナイゼ-ショソの対象

領域であっても､依然として強行法規を引き合い

に出して､指令よりも厳格な広告規制を維持する

ことができることを確認した規定であるとの理解

があるoLか し､カシス ･ド･ディジョソ判決

(EUGHE1979,649)･は EC粂約30粂 (共同体内

の取引を阻害する数量制限と同等効果を持つ措置

であっても､例外的に加盟国の公共の利益から必

要性が正当化されれば許される)を根拠とし､加

盟国ごとに異なる法状況を前提にしていたのが､

本指令は完全な/､-キナイゼ-ショソを前提とし

ている以上､そもそもこのような解釈の前提条件

が欠けているとの批判がなされている｡マキシマ

ム ･--キナイゼ-ショソに対す る限定 として

は､唯一､EC条約95粂 4項のセーフガード条項

(/､-キナイゼ～ショソ措置に対 して､加盟国が

EC条約30条の措置や､環境 ･労働環境の保護に

必要な措置につき例外を求める可能性を認める)

の可能性しか残されていなかったところ､本指令

ではそれも見送られている｡しかし､この決断に

(注4) TobaccoAdvertising,CaseC-376/98GermallyVEuropeanParliamelltandCouncil[2000]ECR
1-8419.

(注5) 学説上は､この ｢消費者の信認｣論が濫用されたとの批判もあるoMiclく1itz,P.36;Howells,Unfair

CommrercialPracticesDirective- AMissedOppel･tumity?,in:Weatherll/Bernitz(ed.),The

RegulationofUnfairCormnercialPractice.sullderECDil･eCtive2005/29,2007,p.103-,108.
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っいては､学説上は疑問の声が多い｡すなわち､

限定された範囲において､仕向け地の国において

規制をする可能性を留保しておくべきであった､

あるいはせめて､運用実績を見守るなどの経過措

置を考えておくべきではなかったか､というので

ある｡上記のカシス ･ド･ディ.i)コソ判決を読み

込む見解が主張される背景には､仕向け地国とし

ての規制の余地を確保 しようとの意図もあろう

が､この見解に対しては､紛争の蒸し返しだとの

批判もなされている (Howells,p.110)｡

(B) 相互永認原則

次に､本指令4条の規定内容であるが､法選択

の余地を認めないルール (no choice of law

rLlles)､すなわち､国際私法ルールで指定された

準拠法が仕向け国の法であるか香かは問わずに原

籍国のルールが適用されるというものである｡仮

に､ある取引方法が原籍国の法に適合していると

して､仕向け地の国の法が準拠法で取引方法が当

該法には不適合な場合､当該ケースを審理する法

廷は､仕向け国の法は考慮すべきではない｡当該

ケ-スにおいて､仕向け国の法は､それが実務を

制限する限りにおいて (たとえば､取引に付加的

な要件を課しているような場合)､本指令 4条に

抵触する域内市場障壁 とい うことになる (Ab-

bamonte,p.18)｡
もっとも､マキシマム･/､-キナイゼーショソ

に則り､本指令が採用したルールが細部にまでゆ

きわたれば､準拠法の問題は､その実際上の意味

を失っていくと考えられている｡ただ､太指令の

実体法規定について､理論上は､加盟国が国内法

化をしていなくとも直接効果を生じ得るのではな

いか､との問題提起がなされている｡とい うの

も､これらは実体法規範として十分に明確化され

ており､消費者個人に権利を付与することが可能

で､したがって､ヨーロッパ司法裁判所の判例に

則って､指令が国内法化されていなくとも､直接

特集

適用が可能なのではないか､というのである (注

6).

(3) 射程- 品位の問題

他方､広告規制の観点から見て重要な例外があ

る｡それがエイズの末期患者や戦士した兵士の血

染 め のシャツを掲載 した広 告 な どの ｢品位

(tasteallddecency)｣の問題である｡

｢本指令は､加盟国により大きく異なる品位に

関す る法的要求 も対象 とはしない.キ例 えば､

キャッチセールスといった取引方法は､加盟国に

よっては文化的な理由で望ましくないとされる｡

これにより､加盟国は､自国の領域内において､

共同体法に適合する限りにおいて､この品位を理

由に､ある取引方法を禁ずる措置を継続させるこ

とができるのであり､このことは､当該取引方法

が消費者の選択の自由を制限しない場合も変わる

ものではない｣(指令前文 7段)｡つまり､本指令

は､消費者の経済的利益の保護に焦点を絞ってい

るのであるから､市場に関連しない内国的な道徳

(non-markeトrelatednationalmorals)には関知

しない (注 7)｡この ことは､上述のマキシマ

ム･--モナイゼ-ショソと相互承認原則が及ば

ない､ということを意味する｡

その意味は決して小さくない｡消費者の選択の

自由を制限するような取引方法でも､品位の問題

となれば､加盟国には規制の裁量が残されるから

である｡ここに､加盟国が､指令の採用した競争

原理に基づく ｢公正｣原則を適用するにあたり､

自国の親制裁畳を確保したいがために倫理 ･道徳

的な考慮を持ち込んでしまうリスクが指摘されて

いる｡これに関連して､｢不公正｣判断 (指令 5

条｡規定内容については本特集鹿野論文参照)の

基準となる ｢平均的消費者｣について､｢合理的

に情報提供を受け､合理的に注意深(慎重｣な著

をいうが､｢社会的､文化的､及び言語的な要素

も考慮に入れる｣必要があるとされている (指令

(注6) AbbamOnte,p.19,C･431/92CommissiollVGel･ma11y[1995]ECRI-2189,at2224.

(注7) COM (2003)356finalat10;Wilhelmsson,ScopeoftheDirective,il一:EuropeanFairTrading

Law,pp.49-,59-;Micklitz,TheGeneralClauseonUllfairPractices,il一:EuropeanFairTrading

Law,pp.83-,87-,95-.
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前文18段)｡この関連でも困難な問題が生ずると

の指摘がなされている｡

3 枠組指令

(1) 基本的な考え方

まず､｢枠組指令｣とは何か､その基本的な考

え方から見ていくこととしたい｡EUにおけるベ

ター･レギュレーションを実現していくにあたり

｢枠組指令｣が用いられるべきだとの政策決定は､

2001年 7月25日の ｢ヨーロッパ ･ガバナソス白書

(COM (2001)428final)｣(以下､｢白書｣とい

う)においてなされた｡EUにおけるガバナンス

機構改善の方向性が探られた中で､基本方針とし

て､(∋適正なアセスメソト評価を経て政策決定の

必要性を判断すること､②最適な政策ツールの組

合せを模索すること､(勤立法する際には迅速性を

確保することと並んで､統一化アプローチと柔軟

性を許容するアブT,-チのベストミックスを期す

べきこと､④専門家の意見を従来以上に立法に反

映させて信癌性を確保すること､が決定されたの

である｡

ここで関係するのは②であり､委員会は､今後

の方針として､規則 (Regulation)､枠組指令､

共同規制メカニズムといった多様な政策ツールを

用いていくことを うたっている (自書 5頁)｡そ

して､枠組指令については､｢テキス トは従来ほ

ど厳格なものではなく､その執行 (implementa-

tion)についてもより柔軟性が確保されるべきで

ある｡そして､理事会と欧州議会の合意形成もよ

り迅速にする必要がある｣(同20頁)との説明が

加えられている｡

そもそも､ベター･レギュレーショソの根底に

｢規制の質は､娩制の適用されるマーケットの競

争力を左右する重要な要素｣だとの認識があり､

その規制のあ り方 として ｢形式的な法運用によ

り､実質的な法目的の達成が損なわれることのな

いよう､規制の目的や方向性を打ち出すことを目
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指すプリンシプル (原則)を明確化し､ルールに

基づく規制 ･監督が形式的な法運用に流れる場合

には､プリソシプルに立ち返ることで法目的を確

実に捉えうるような規制体系を目指すべきであ

る｣との理解がある (注 8)｡枠組指令をめぐる

議論の内実は､プリンシプル ･ベースの規制体系

をいかに実現させていくべきかという問題として

理解されなければならないといえよう｡

(2)立法趣旨

まず出発点として､2001年の ｢EU消費者保護

に関す るグ リーンペーパー (COM (2001)531

final)｣において､多 くの消費者問題の原因は不

公正な取引方法にあるとした うえで､不公正取引

方法に関する一般的義務を含む ｢枠組指令｣を制

定し､これをEU消費者保護法の改正作業の基礎

とすることが明らかにされているO｢枠組指令｣

の具体的なあり方については､一般条項を擁する

べきとの判断を前提に､一般条項としては不公正

な取引方法一般を対象とするドイツ流にいえば

｢大きな｣一般条項と､誤認惹起的および歎隅的

な取引方法各々につき ｢小さな｣一般条項を定立

するのといずれがベターでより実行可能 (fea-

sible)か､そして､域内市場において生 じてい

る ｢規制の分断｣に取 り組むのにより適している

のはどちらかを問 う形で議論が始まっている (2

頁)0

一般条項を置 く理由としては､分野ごとのルー

ルは規範が明確で予測可能ではあるが不誠実なが

ら創造性に富む事業者には規制の回避が容易であ

ること､市場の変化やイノベーションに適切に対

応できないためこれを克服する必要性､が指摘さ

れる｡中でも､隔地者間契約指令において重要な

契約条項は持続的記憶媒体 (durablemedium)

で提供されなければならないとされていたために

携帯電話技術を駆使した隔地間取引ビジネスの発

展を阻害 した可能性が指摘 された り (COM

(2001)531final,p.5)､一般条項の必要性を示す

(注8) 金融庁ウェブサイト｢金融規制の質的向上- ベター･レギュレ-ショソ｣､グローバル化改革専門

調査会金融 ･資本市場ワーキンググループ第一次報告 ｢裏に競争力のある金融 ･資本市場の確立に向け

て｣(2007年4月)､中立 ･前掲 (注1)72貢｡

32



現代 消費者法 No･6/2010.3

例としてモデム･-イジャック (modem bijack･

ing)というインターネット上の活動があげられ

る (Abbamonte,p.21)等､イノべ-ショソ-の

対応というプリソシプル ･ペースの規制のメリッ

トが強く意識されているということができる｡

次に､大一般条項と二つの小一般条項､ブラッ

クリストを旅する本指令の規制構造についてAb-

bamOnte氏は次のようにい う｡すなわち､大一

般条項 (5粂)こそが木指令のキーであるが､実

務的には不公正取引方法の主要炉型である誤認惹

起的あるいは攻撃的取引方法でほとんど捕捉可能

であり､しかも､あらゆる状況下で不公正とされ

る取引方法について ｢網羅的な｣ブラックリス ト

を擁したことで､大一般条項国有の機能としては

｢現在ある､または将来的に出現するであろ う､

誤認惹起的とも攻撃とも分類し得ない取引方法に

対するセーフティネットとしての役割を果たす｣､

｢っまり､その機能は将来的に検証されるべきも

の (future-proof)｣である｡そして､｢ブラック

リストは､指令と統合化されており､その改訂は

指令の修正､すなわちEU粂約251条による立法

手続によらなければならない｡加盟国は､ リスト

を指令と同一または同等の方法で国内法化しなけ

ればならず､付加することもできない｡それを許

容すれば本指令が導入するマキシマム･/､-キナ

イゼ-ショソを妨げ､指令が追求する法的安定性

が損 なわ れ る ことに な るか らで あ る｣(Ab･

bamonte,p.21)0

すなわち､立法者は､一般条項 とブラックリス

トを組み合わせることで迅速性と柔軟性､そして

実効性確保を企図し､とりわけ､実効性確保とい

う面でブラックリス トの指令との統合 ･一体化に

重要な意味を付与していたことがわかる｡

特集

(3) 学芸削こおける問題提起

学説においてほ､本指令がはたして真の意味で

の ｢枠組指令｣といえるのか､疑問が提起されて

い る (注 9)｡この 問題 提 起 は､本 指 令 が べ

タ- ･レギュレーションの考え方を踏まえた成果

といえるのかに対する疑問を含む点で注目に値す

るとい うべきである｡

疑問が向けられているのは､規制構造､そして

指令の解釈 ･執行プロセスである｡不公正性判断

の枠組みを示す一般条項を擁することのみで ｢枠

組指令｣になるわけではないのはもちろんだが､

問題はむしろ､ブラックリス トにおいて指令の禁

止規範を過剰なまでに詳細に具体化 しているこ

と､そして､ブラックリス トを指令と統合 ･一体

化 して改訂を指令 自体の修正手続によることと

し､ リス トを固定化し､柔軟性を欠 く点にあると

い うのである｡また､本指令の解釈 ･実行が各加

盟国の執行機関に一任され､統一性の保障が欠如

している点も問題だとされている｡

本指令の問題点は､金融サービスの分野で採用

されているラソファルシ-･アプローチ (注10)

と呼ばれる規制手法と対比することで浮き彫 りに

されるOこれは､時間がかか りすぎ､硬直的で､

酸味さを残しすぎ､コアと非コアの区分がなされ

ていなかった金融規制を改革すべく示されたもの

で､次の4段階からなる｡すなわち､まずレベル

1として枠組指令があ り､そこではEC委員会､

理事会､欧州議会における枠組合意が形成され､

レベル 2における執行 (implementing)権限を

決定するO続 くレベル2では､全加盟国の監督故

関が参加し､消費者や事業者団体にも一定の役割

が割 り振 られた専門委員会における協議と助言を

経た うえで､EC委員会が技術的な執行捨置を講

(注9) sttlyCk&vDyck,ConfidencethroughFairness?Thenew DirectiveonunfairBusiness-to

consumercommercialPracticesintheInternalMarket,CMLRev.2006,107･152,144-.2009年 3月

の聴取調査においてIainRamsay教授 (イギリス･ケント大学)も同旨の疑問を綻起された｡

(注10) FinalReportoftheCommitteeofWiseMenonRegulationofEuropeanSecuritiesMarket,15.Feb

2001,http://ec.europa.eu/internaLmarket/Securities/docs/1amfalussy/wisemen/final-report-wise-

men_en.pdf.邦語文献として､青木浩子 ｢欧州の新投資サービス指令における顧客区分および説明規

制｣千葉大学法学論集20巻 3号91頁以下｡
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じる｡レベル3においては､全加盟国の監督機関

が参加している専門委員会が､解釈指針､勧告､

ガイドライン､共通スタンダード､内部的見解

(peerreview)を公表するとともに､規制実務の

比較を行 うことで､一貫性のある､体系的な実

行 ･実施 ･解釈適用を期する｡そしてレベル4で

は､EC委員会が､各加盟国がEU立法を遵守し

ているか審査 ･点検を行い､共同体法違反があれ

ば法的措置を講ずるというものである｡一見して

明らかなのは､不公正取引方法指令はレベル1と

レベル2の規制を混合していること､そして､レ

ベル3とレベル4の措置を欠いていることであ

る｡

もちろん､消費者法の領域に金融市場における

ほどの専門性とスピードが求められているかは検

討の余地があり､盲目的に金融サービスの規制手

段にならう必要もないであろ う｡しかし､ラソ

ファルシー･アプローチを採 り入れたはうがより

望ましい規制を実現できたのではないか｡たとえ

ば､レベル.2の措置としては､ブラックリストで

はなく､より実効性と柔軟性､可変性を備えた方

法､たとえば､加盟国の監督楼関の定期的に会合

を開くフォーラムを形成してレベル3の措置を行

うことや､レベル4の加盟国監督機関をEC委員

会が任命することも検討に値するというべきでは

34

現代 消費者法 No.6/2010.3

ないか､というのである｡

4 わが国への示唆

以上の検討から､次のようなことがいえるので

はないだろうか｡

域内市場条項の解釈もマキシマム･-ーモナイ

ゼ-ショソの実際の意味も､いまだ十分に固まっ

ているとはいいがたいoその意味で､不公正取引

方法指令の国内法化が進む一方で､実際の運用レ

ベルまで域内統一を実現すると考えるのは早計で

あろう｡今後の運用､とりわけ､3で見た学説の

指摘した問題点がどのように解決されていくの

か､その推移を見守る必要がある｡

次に､不公正取引方法指令が英の意味で枠組指

令なのか､より望ましい規制のあり方があったの

ではないか､という問題提起は､わが国の広告規

制のあり方の議論にとっても極めて示唆に富むと

い うべきである｡わが国においてもベター･レ

ギュレーションの議論は金融分野で先行している

が､消費者法においてもより深めていく必要があ

るのではないか｡

(すみだ ･みほこ)

[付記] 本稿は､平成20年度吉田秀雄記念事業財団

研究助成による研究成果の一部である｡


